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地域経済と地場産業の振興
一一中小企業組合及び、中小企業団体中央会の視点から一一
小原久治
1 はじめに
中小企業組合，特に産地組合，協同組合に加えて，中小企業団体中央会の様々な組織活動が地域
経済の活性化と地場産業の再生・振興に果たす役割の重要性を再認識する必要がある。
2 地域経済を支える地場産業
地域経済は内外の厳しい経済環境の変化の中で徐々に変容している。この変容の中で地域経済の
再生・振興を支えているのは，地域に深く根ざし，地域経済の担い手になっている地場産業とその
産地中小企業である。それに対する産地中小企業組合及び中小企業団体中央会の組織活動と各種の
きめ細かな助成措置も地域経済と地場産業を直接的間接的に支えている。
(1) 地場産業の意味
地場産業という場合は地域の産業（商業，サービス業，農林業等の産業，域外からの誘致企業）
は含まれない。地場産業の意味は，地場産業の存在形態が多種多様であるから，多義的である。関
連する文献に基づく概念の吟味・検討は，拙著『地場産業・産地の新時代対応』勤草書房，平成3
年， 3-11頁）において行っている。ここでは，地場産業とは， 100年以上の歴史的伝統があること，
同業種の中小・零細企業が地域で企業群を形成して集中立地していること（産地性），産地内分業構
造を中心とした社会的分業体制を構成して，特産品を製造し，内外の市場で販売していることを満
たしているものである。地場産業・産地の中に多い伝統的工芸品産業・産地について，石倉三雄教
授は時間的側面と空間的側面から概念規定を提示されている。
(2) 地場産業の現状の概略
地場産業の現状の概略を中小企業庁編『中小企業白書』（平成元年版）でみれば，年間総生産額5
億円以上の地場産業の産地は全国549の産地で存在している。それ以下の産地も含めれば，さらに多
数の産地があることになる。
一産地当たり平均207事業所ないし企業が集積し，その従業者数は平均1,653人であり，その年間
総生産額は平均351億円を数える。業種別事業所数は，繊維が最も多い46.2%であり，次いで雑貨の
14.5%，木材・木製品の9.6%，機械・金属の8.0%，窯業・土石の7.0%の順に多い。
業種別生産額でみれば，繊維の24.7%，衣服・その他の繊維製品の21.4%，雑貨の16.4%，機械・
金属の12.4%，木材・木製品の10.1%の順に多い。
(3）地場産業と地域経済との関連
地場産業は地域経済の基盤形成と向上，雇用機会の創出，技術・技法・技能の継承，関連産業の
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振興，財政的寄与等で地域経済の再生・振興に対して大きな役割を持っている。
地域経済の基盤形成と向上に果たす地場産業の役割についてのみみれば，地場産業は地元の原材
料，労働力，サービス等の購入や調達を通じて生み出した付加価値を地域内で消費することによっ
て，地域内に比較的大きな一つの経済循環をもたらせていることを指摘できる。この「地域内経済
循環」の高まりこそが産地や産地周辺地域の経済基盤の形成と向上を積極的に推進するのに役立つ
ている。また，地場産業における生産・販売活動は直接的間接的に地域経済への様々な効果を与え
ているが，今後さらに地域内の業種間の相互連関を増し，地域内経済循環を深化させていくであろ
っ。
3 地域経済の活性化と地場産業の再生・振興のための中小企業組合の必要性等
(1) 中小企業組合の必要’性
中小企業組合はなぜ必要で、あるのか。それは中小企業（と言えば，中小製造業，中小建設業，中
小商業，中小サービス業を指している。），特に地場産業の中小企業を取り巻く内外の環境激変に直
面し，中小企業が様々な問題を抱えているので，この困難な問題を同業種の組合の組織活動によっ
て切り抜けていくために必要となるからである。
地場産業を取り巻く内外の環境激変は，景気回復の遅れ，円高の長期化，社会構造の変化による
近年の市場低迷と市場成熟化への移行，消費需要構造の変化と消費者ニーズの多様化，流通構造の
変化，技術革新の進展，資源とエネルギーの制約，雇用状況の変化と高齢化社会の顕在化，情報化
の進展，国際競争力の低下，交通体系の整備，産地間競争の激化と企業間・産地問格差の拡大等に
みられる。
地場産業が抱えている様々な問題点には，内需の伸び悩み，アジアNIE S製品の圏内市場流入
や繊維製品，雑貨等の輸出型産地の輸出不振や貿易構造の変化等による国際化の中の産業構造・産
業調整過程の変革，労働力確保難と後継者難，技術・技法・技能の進展による産地の個性的特徴の
希薄化，企業規模の過小性，情報収集力や企画開発力や販売力の弱さ，資金調達難，産地外大資本
の進出と地場産業の弱体化，原材料や資源の安定的確保難とその枯渇化，産地組合主導型共同開発
活動難等がある。
このように，地場産業の中小企業は内外の環境激変から甚大な影響を被り，その事業活動の再検
討の必要に迫られている。そのため，地場産業の中小企業の自助努力だけで如何ともしがたい状況
に追い込まれている。
そこで，同業種の中小企業が集まって組合を組織し，新鋭機械・設備や労働力や資本や技術等の
経営資源の不足，情報収集力の不足を補完し，経営の合理化・近代化，新製品・新技術の開発，販
売力の強化・拡充等を図っていくことが今こそ強く要請されている転換期はない。
(2) 中小企業組合の種類
中小企業組合としての事業協同組合をその組織形態別にみれば，産地組合，工場団地組合，同業
種同志型組合等の20組合がある（表3-1）。
全国中小企業団体中央会編『事業協同組合実態報告書』（平成4年3月）によれば，同業種同志型
組織形態 回答組合合
産地組合 454組合 2.3% 
下請組合 443 2.2 
系列型組合 562 2.8 
工場団地組合 585 2.9 
卸商業団地組合 181 0.9 
流通団地組合 97 0.5 
共同工場組合 111 0.6 
商店街組合 638 3.2 
共同店舗組合 950 4.7 
連鎖化組合 104 0.5 
チケット組合 328 1.6 
共済専門型組合 72 0.4 
金融専門型組合 442 2.2 
福祉専門型組合 103 0.5 
地縁組合 278 1.4 
同業種網羅型組合 5,162 25.6 
同業種同志型組合 8,994 44.6 
異業種連携組合 199 1.0 
融合化組合 96 0.5 
その他の組合 321 1.6 
不明 43 0.2 
計 20,163 100.0 
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組合が8,994組合で最も多く，アンケート調査に
回答した20,163組合の44.6%を占めている。次
いで，同業種網羅型組合5,162組合（構成比25.6
%），工場団地組合585組合（同2.9%）の順に多
地域経済と地場産業の振興
中小組合の組織形態別組合数表3-1 
いことがわかる。
中小企業組合としての事業協同組合の内
外の環境激変への対応，事業上の障害，問
題点及び今後の方針
(3) 
① 環境激変への対応状況
事業協同組合全体が内外の環境激変に積極的
に対応した内容（図3-1）をみれば，「情報化
回答組合数の35.1%を
占めているo次いで，「組合の目的・事業の見直
しJ30.3%，「販売（営業）力の強化」 27.3%,
への対応」が最も多く，
「外部関係先との連携強化」23.7%，「コスト意
識の徹底」 19.9%，「新規事業の実施」 17.3%,
「企画部門の充実・強イ~J 12.3%，「事業実施体資料：全国中小企業団体中央会編『事業協同組合実態調査報告書』問中央会，平成4年3月， 14頁。
このよう制の改編」 12.2%の順となっている。
中小企業組合の最近の内外の環境激変への対応内容図3-1 
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回答比率は表3-1の対応内容に回答した12,021組合を100として算出している。
資料：表3-1と同じ， 58頁。
（注）
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中小企業組合の事業上の障害・問題点
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回答比率は事業上の障害・問題点について回答した15,901組合を100として算出している。（注）
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図3-3 中小企業組合の今後の方針
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資料：表3-1と同じ， 65頁。
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な対応の仕方は事業協同組合を構成する各種の組合によって当然異なっている。
②事業上の障害と問題点
先のアンケート調査の回答比率20%以上の「事業上の障害と問題点Jを事業協同組合全体（図3-
2）でみれば，「組合員に魅力ある事業が見つけ難い」が41.7%で最も多く，次いで「事業利用が特
定組合員に偏る」が25.8%，「既存事業の停滞（金融事業を除く）」が25.4%，「有効事業が見つけ難
い」が23.2%，「組合事業と競合する外部企業の進出J が19.7%，「情報等ソフト事業の速効性の乏
しさ」が18.2%等である。
③ 事業上の今後の方針
「事業上の」今後の方針は事業上の障害と問題点に対応して改善や解決を図ろうとするものであ
る（図3-3）。「現状の事業をそのまま維持したしりが35.5%，「現状の事業を拡充したい」が26.0
%，「変化等に対応する事業を開始・拡充したしりが20.5%等が挙げられている。
4 地域経済の活性化と地場産業の再生・振興のための全国中小企業団体中央会の主な事業と助成
策
(1) 小企業団体中央会の制度
中小企業団体中央会は，昭和30年9月，中小企業等協同組合法の改正によって中小企業等協同組
合中央会として誕生し，昭和30年4月，中小企業団体の組織に関する法律施行とともに名称を変更
し，現在に至っている。同中央会は都道府県ごとに一つあり，その全国組織として全国中央会が設
立されており，中央会の構成員は事業共同組合等の中小企業関係組合・機関等である。
全国中央会は中小企業の再生・振興はもちろんのこと，中小企業者の要望等を中小企業者が所属
する組合を経由して全国中央会に集め，国の施策に常に反映できることを目的として，中小企業の
組織化と組織の強化・充実を図るための指導と運動を行っている。
(2) 主な事業
主な事業は次の12事業を含めた14事業である。
①都道府県中央会の指導と連絡，②中小企業組合の設立と指導，③組合運営指導，④中央会指導員
並びに組合の人材養成，⑤組合等に対する各種の助成，⑥中小企業施策の普及，⑦官公需受注対策
の推進，⑧中小企業及び中小企業の組織に関する調査・研究及び情報の提供，⑨中小企業及び同組
合の情報化の推進，⑩中小企業組合検定試験の実施，中小企業組合士の登録，⑪海外中小企業機関
等との交流，⑫建議と陳情。
(3) 助成策
全国中小企業団体中央会は地域経済の活性化と地場産業の当該業種の再生・振興，組合等の組織
強化及び運営の健全化等を図るために，国の補助を受けて，各種事業費の全部あるいは一部を助成
している。主な助成事業は次の 3事業を含めた 7事業である。
① 活路開拓ビジョン調査事業
（一般枠） 助成額 450万円以内
（経営・技術戦略化枠） 助成額 618万円以内
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（ゆとりと豊かさ枠） 助成額 450万円以内
（品質向上枠） 助成額 501万円
（ニュービジネス振興枠） 助成額 450万円以内
② 活路開拓ビジョン実現化事業
（一般枠） 助成額 1,030万円以内
（経営・技術戦略化枠）
（ゆとりと豊かさ枠）
助成額 1,545万円以内
助成額 950万円以内
（品質向上枠） 助成額 1,246万円以内
（ニュービジネス振興枠） 助成額 830万円以内
③組合等の情報化対策事業
（組合情報化促進企画調査事業） 助成額事業費の10分の 6 （限度額 430万円）
（組合情報ネットワーク化事業） 助成額事業費の10分の 6 （限度額 1,109万円）
5 地域経済の活性化と地場産業の再生・振興のための中小企業組合の役割と存在意義
中小企業組合が地域経済と地場産業の再生・発展のために有効に機能するためには，今後どのよ
うな方向を採るべきであろうか。
(1) 中小企業組合の役割
すでに中小企業組合は地域経済の活性化と地場産業の再生・振興のために大きな役割を果たして
いるが，今後，全国中小企業団体中央会編『中小企業組織論』中小企業情報化促進協会，昭和61年，
によれば，次のことが提言されている。
① 新たな課題に対応した組合の役割
( i ) 需要の多様化に対応した組合の役割
（ア） 新しいニーズと対応の方向
付）情報活動のあり方
（ウ）研究開発のあり方
（エ） マーケティング活動のあり方
（オ）人材養成のあり方
( i ) 国際化の進展に対応した組合の役割
(ii) 資源・エネルギー制約に対応した組合の役割
(iv) 雇用・労働環境の変化に対応した組合の役割
( v) 地域社会振興のための組合の役割
② 市場競争の激化と組合の役割
( i ) 競争激化克服のための組合の役割
( i ) 競争激化克服のための組合活動の方向
③ 異業種連携の強化とシステム化の重視
( i ) 異業種連携強化の必要性
地域経済と地場産業の振興
( i ) 異業種連携強化の方向
(ii) 異業種連携強化の具体的進め方
(iv) 同業種組合のシステム化の重視
④組合運営の適正化と活性化
( i ) 組合員ニーズの把握
( i) 組合理念の絶えざる高揚
(ii) 明確な目標を持った共同事業の選択
(iv) 組合の民主的運営の確保とリーダーシップの強化
( v) 青年部活動の積極化
(vi) 事務局体制の強化
(vii) 財政基盤の強化
(vii) 組合ビジョン策定の必要性
(2) 中小企業組合の存在意義
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個々の中小企業では不利とならざるを得ない経済的・経営的立場を同業者あるいは異業種の中小
企業が相互の小回りのきく力を結集して，経営資源の強化と充実に努め，他企業との競争条件を整
備しようとすること，伝統的な技術・技法・技能の継承，新製品開発，販売先の開拓，情報化等へ
の助成措置を講じようとすること，それらのことを通じて，ひいては当該地場産業の再生・振興，
さらには地域経済の活性化を図ろうとする点において，また組合の事業活動の展開方向の明示と指
針を提示し，多様な事業分野を開拓し，産業化・起業化のための機能（インキュベイト機能とも言
われる。）の提供等を図ろうとする点において，中小企業組合の根本的な存在意義がある。
6 むすび
地域経済の活性化のために地場産業の中小企業は大きな役割を果たしている。この役割を一段と
効率的に発揮させるために，また個々の事業協同組合等の事業活動展開に必要な方向を示唆し，指
針を与えるために，中小企業組合，全国中小企業団体中央会及び都道府県の中央会の組織的活動は
いずれも極めて重要であり，それらの役割と存在価値は大きいことを改めて強調する必要がある。
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incubate function （インキュベイト機能）の incubateの原義は，卵からふ化する，培養する，思案す
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